
（１）　　一般会計歳入比較（款別）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 市 税 34,700,000 48.2 35,000,000 48.6 △ 300,000 △ 0.9

2 地 方 譲 与 税 528,000 0.7 500,000 0.7 28,000 5.6

3 利 子 割 交 付 金 60,000 0.1 60,000 0.1 0 0.0

4 配 当 割 交 付 金 120,000 0.2 180,000 0.3 △ 60,000 △ 33.3

5 株式等譲渡所得割交付金 120,000 0.2 180,000 0.3 △ 60,000 △ 33.3

6 法 人 事 業 税 交 付 金 370,000 0.5 - - 370,000  皆 増

7 地 方 消 費 税 交 付 金 4,400,000 6.1 4,200,000 5.8 200,000 4.8

8 ゴルフ場利用 税交 付金 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

9 環 境 性 能 割 交 付 金 120,000 0.2 75,000 0.1 45,000 60.0

10
国有提供施設等
   所在市町村助成交付金

300 0.0 300 0.0 0 0.0

11 地 方 特 例 交 付 金 180,000 0.2 150,000 0.2 30,000 20.0

12 地 方 交 付 税 2,200,000 3.1 2,050,000 2.8 150,000 7.3

13 交通安全対策特別交付金 50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0

14 分 担 金 及 び 負 担 金 592,770 0.8 866,060 1.2 △ 273,290 △ 31.6

15 使 用 料 及 び 手 数 料 1,284,811 1.8 1,288,774 1.8 △ 3,963 △ 0.3

16 国 庫 支 出 金 12,275,685 17.0 12,283,461 17.0 △ 7,776 △ 0.1

17 県 支 出 金 5,683,942 7.9 4,870,200 6.8 813,742 16.7

18 財 産 収 入 513,873 0.7 541,506 0.7 △ 27,633 △ 5.1

19 寄 附 金 345,002 0.5 300,001 0.4 45,001 15.0

20 繰 入 金 1,008,396 1.4 1,574,483 2.2 △ 566,087 △ 36.0

21 繰 越 金 453,404 0.6 477,794 0.6 △ 24,390 △ 5.1

22 諸 収 入 1,230,417 1.7 1,776,621 2.5 △ 546,204 △ 30.7

23 市 債 5,723,400 7.9 5,440,800 7.6 282,600 5.2

自 動 車 取 得 税 交 付 金
( 廃 款 )

- - 105,000 0.1 △ 105,000  皆 減

72,060,000 100.0 72,070,000 100.0 △ 10,000 △0.0
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歳 入 合 計

令和２年度　一般会計歳入予算の状況
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（２）　　一般会計歳入比較（財源別）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

市 税 34,700,000 48.2 35,000,000 48.6 △ 300,000 △ 0.9

分担金及 び負 担金 592,770 0.8 866,060 1.2 △ 273,290 △ 31.6

使用料及 び手 数料 1,284,811 1.8 1,288,774 1.8 △ 3,963 △ 0.3

繰 入 金 1,008,396 1.4 1,574,483 2.2 △ 566,087 △ 36.0

諸 収 入 1,230,417 1.7 1,776,621 2.5 △ 546,204 △ 30.7

そ の 他 1,312,279 1.8 1,319,301 1.7 △ 7,022 △ 0.5

計 40,128,673 55.7 41,825,239 58.0 △ 1,696,566 △ 4.1

地方消費税交付金 4,400,000 6.1 4,200,000 5.8 200,000 4.8

地 方 交 付 税 2,200,000 3.1 2,050,000 2.8 150,000 7.3

国 庫 支 出 金 12,275,685 17.0 12,283,461 17.0 △ 7,776 △ 0.1

県 支 出 金 5,683,942 7.9 4,870,200 6.8 813,742 16.7

市 債 5,723,400 7.9 5,440,800 7.6 282,600 5.2

そ の 他 1,648,300 2.3 1,400,300 2.0 248,000 17.7

計 31,931,327 44.3 30,244,761 42.0 1,686,566 5.6

72,060,000 100.0 72,070,000 100.0 △ 10,000 △0.0

○自主財源について
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　減、プレミアム付商品券発行事業の終了による売上収入の減などによる諸収入５億4,620万４千円の

○依存財源について

　　 地方消費税交付金は、実績見込みと消費税率改正の影響を勘案し、２億円の増を見込んでいます。

　　 県支出金については、幼児教育・保育の無償化に伴い保護者からの保育料に代わる県の負担金の

　は、香陵公園周辺整備事業などの市単独事業にかかる事業債の増などにより２億8,260万円の増となる

　ことなどから、依存財源全体では、16億8,656万６千円の増となります。

　増や企業立地促進事業費補助に伴う県補助金の増などにより、８億1,374万２千円の増、市債について

　減などから、自主財源全体では、16億9,656万６千円の減となります。

　用地取得の進捗に伴う沼津駅周辺総合整備事業繰入金の減などによる繰入金５億6,608万７千円の

令和２年度　一般会計歳入予算の状況

款
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　　 市税については、前年度から３億円の減と見込んでいますが、これは税制改正によって法人市民税

　　 そのほかの財源については、幼児教育・保育の無償化に伴う保護者からの保育料収入が、依存財

　源である国庫支出金や県支出金に振り替えられることなどによる分担金負担金２億7,329万円の減や、

　の一部が依存財源である法人事業税交付金に振り替えられることなどによるものです。



（３）　　市税の状況について

市税　347億円　（対前年度３億円減）

【主な税目】 単位：千円

令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

13,884,000 14,490,000 △ 606,000 △ 4.2

個人 11,523,000 11,523,000 0 0.0

法人 2,361,000 2,967,000 △ 606,000 △ 20.4

18,896,000 18,575,000 321,000 1.7

505,000 473,000 32,000 6.8

1,403,000 1,446,000 △ 43,000 △ 3.0

12,000 16,000 △ 4,000 △ 25.0

34,700,000 35,000,000 △ 300,000 △ 0.9

《市税の状況》

市税の当初予算の推移

市たばこ税

令和２年度　一般会計歳入予算の状況

区分

市民税

固定資産税（都市計画税含む）

軽自動車税

入湯税

計

　　市税は、前年度比３億円減の347億円を見込んでいます。これは、固定資産税の増などにより、市税

　　市民税は、税制改正に伴う法人市民税法人税割の税率低減などにより、６億600万円減の138億

　全体として微増すると想定されるものの、税制改正により、法人市民税の一部が法人事業税交付金に

　振り替えられることによるものです。

　8,400万円を見込んでいます。

　　固定資産税（都市計画税含む）は、家屋の新増築による増や、大型商業施設の完成に伴う影響など

　により、３億2,100万円増の188億9,600万円を見込んでいます。

　　軽自動車税は、四輪車の買替えや台数増、環境性能割の通年適用などにより、3,200万円増の５億

　500万円を見込んでいます。
　

115 114 115 115 115

29 29 29 30 24

187 187 185 185 189

15 15 15 15 14

0

50

100

150

200

250

300

350

400

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

たばこ税

軽自動車税

固定資産税

法人市民税

個人市民税

5 5 54 5

350 350 349 350
単位：億円

347

5


	
	当初案02-2 (市長後部長後）

	
	Ｒ02魅力（当初）
	Ｒ02環境（当初）
	Ｒ02元気（当初）
	Ｒ02行財政運営（当初）

	
	【Ｐ5】市税Ｒ２(当初)




